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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第80期 

第１四半期 
連結累計期間

第81期 
第１四半期 
連結累計期間

第80期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 6,059 6,055 24,217 

経常利益 (百万円) 388 369 1,615 

四半期(当期)純利益 (百万円) 267 232 1,052 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 629 1,349 2,411 

純資産額 (百万円) 21,084 23,930 22,816 

総資産額 (百万円) 29,974 32,449 31,234 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 19.34 16.77 75.97 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 65.7 67.9 67.6 

２ 【事業の内容】

― 2 ―



第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の

関係会社）が判断したものであります。 

  
(1) 業績の状況 

当第１四半期における世界経済は、債務問題の峠は越したものの依然低迷が続く欧州ならびに景気の

回復に足踏みが見られる中国・インドに対して、米国では個人消費が持ち直し、またアセアン地域にお

いては内需に支えられた堅調な成長の持続という、二面の様相を呈しております。また、日本経済は米

国の景気回復と円安により輸出環境が改善されつつあり、個人消費の押し上げもあって回復傾向が見ら

れます。 

 当社の主要顧客の属する自動車業界は、為替動向に影響されにくい体質強化を目指して、製造拠点の

海外シフトを引き続き進めております。 

 このような状況下、売上高は、米国では自動車関連メーカーへの拡販により増収となったものの、自

動車生産台数減少の影響を受けた日本での販売低迷により、前年同期比0.1％減の6,055百万円となりま

した。 

 利益面では、国内外を通して原材料の高価格状況が続き、営業利益は前年同期比45.2％減の138百万

円となりました。一方、経常利益は持分法投資利益が増加したことで369百万円と前年同期比4.8％減に

留まり、四半期純利益は前年同期比13.3％減の232百万円となりました。 

  
 セグメント別の業績の概況は、次のとおりであります。 

  
 ①日本 

金属加工油剤事業では、国内自動車生産台数の減少及び太陽電池業界における生産減の影響によ

り、売上高は前年同期を下回りました。また、ビルメンテナンス製品事業においては、高付加価値製

品の拡販により前年同期を上回りました。 

 その結果、売上高は前年同期比7.6%減の3,822百万円となりました。セグメント利益（営業利益）

は、売上高減少と円安による原材料価格高値の影響が大きく、前年同期比80.9％減の38百万円となり

ました。 
  

 ②南北アメリカ 

米国では、好調な自動車生産を背景に既存顧客への売上を伸ばすとともに新規顧客への拡販に努

め、売上高は前年同期を上回りました。ブラジルでも、政府の国内生産優遇策により自動車生産が増

加して売上高は前年同期を上回りました。また、メキシコにおいては、現地生産の移行準備として、

本格的に営業活動を始めました。 

 その結果、売上高は円安の影響もあり、前年同期比15.3％増の910百万円となりました。しかし、

セグメント利益は原材料価格高値の影響が大きく、前年同期比44.6％減の36百万円と落ち込むことに

なりました。 
  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 ③中国 

中国では、昨年９月に発生した尖閣諸島問題の影響が継続し日系自動車メーカーの販売台数が減少

し、もう一方の主要顧客である鉄鋼会社も、ＥＵ諸国の金融問題による消費低迷等の影響を受け生産

量が減少したことで、売上高は低迷しました。 

 その結果、現地通貨ベースでの売上高は減少しましたが、円建ての売上高としては円安の影響もあ

り前年同期比0.1％増の719百万円となりました。セグメント利益は、円安の影響もあって前年同期比

39.2％増の45百万円となりました。 
  

 ④東南アジア／インド 

タイ・インドネシアでは、自動車業界向けの出荷が依然好調で、売上高は前年同期を上回りまし

た。マレーシアでは、国内向け出荷が堅調に推移したものの、フィリピン向け輸出がふるわず、売上

高は前年同期を下回りました。インドでは、国内販売エリアを広げるべく積極的な販売活動に努めた

結果、売上高は前年同期と比べて増加しました。 

 こうした状況から、売上高は前年同期比46.1％増の602百万円となりました。セグメント利益は、

原材料価格が高値で推移したものの、インドネシアでの黒字化等により、20百万円の利益（前年同期

は36百万円の損失）となりました。 

  
(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、32,449百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,214百万

円増加しました。主な要因は、「投資有価証券」が588百万円、「有形固定資産」が215百万円、「現金

及び預金」が139百万円、「商品及び製品」が120百万円増加したことによります。 

 負債は、8,518百万円となり、前連結会計年度末に比べ99百万円増加しました。主な要因は、「賞与

引当金」が229百万円減少したものの、流動負債の「その他」が252百万円、「支払手形及び買掛金」が

143百万円増加したことによります。 

 純資産は、23,930百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,114百万円増加しました。主な要因は、

「為替換算調整勘定」が738百万円変動したこと、「少数株主持分」が190百万円、「その他有価証券評

価差額金」が189百万円増加したことによります。 

  
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

  
 ①会社の支配に関する基本方針 

当社は、自動車業界とその関連業界ならびにビルメンテナンス業界に対して高品質の製品と技術サ

ービスを提供することで、ユーザー各社から高い信頼を得ている専業メーカーです。特に主力となる

金属加工油剤関連事業においては、主要ユーザーである自動車業界の海外進出にもグループ各社を通

じて対応する等国内外において展開を拡大しつつあります。したがって当社の事業運営には、長年に

わたって独自に蓄積してきたノウハウならびに当社に係わりのあるステークホルダーに対する十分な

理解が不可欠であり、このことをもって会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関

する基本方針としております。 

  
 ②基本方針の実現に資する特別な取り組み 

当社の企業価値及び株主共同の利益を確保し、向上させるための特別な取り組みは以下のとおりで

す。 

(a)ＩＲ活動 

(イ)機関投資家・アナリスト向けに、決算説明会を年２回（本決算、第２四半期決算終了後）行って

おります。 
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(ロ)個人投資家向けに、ネットＩＲにより、ホームページ上で、社長が決算の概要説明を行っており

ます。 

(ハ)株主総会後に、株主懇談会を開き、役員全員が株主と懇談し、情報交換の場としております。 

(b)中期経営計画の推進による企業価値の向上策 

当社の主要顧客である自動車業界は、国内生産も維持しつつ海外での生産能力を強化していくと

思われます。当社の主力製品である金属加工油剤は、自動車産業に大きく依存しており、海外拠点

への投資を積極的に計画、実行いたします。また、海外で活躍できる人材の育成及び付加価値の高

い製品とサービスを供給する体制を作り上げることが重要と考えております。 

 このような認識のもと、平成23年４月からの第16次中期経営計画において、以下の基本戦略をも

って国内だけでなく全世界を舞台にグローバルな視点を持った事業を展開しております。 

(イ)東南アジア、インド及びメキシコの市場開拓のための生産販売拠点の増設を行う。また、アメリ

カ、ブラジルにおいても生産能力拡大のための投資を行う。 

(ロ)国内外の顧客要望に応える研究開発と迅速な営業フォローを行うための体制を整えるため、名古

屋に技術研究所分室を設立する。また、営業、技術の一体化を図り海外で活躍できる人材の育成を

行う。 

(ハ)グローバルベースでテクニカルセンターを再編し、原材料の見直しを含め顧客に最もマッチした

仕様・サービスを提供できる研究開発体制の整備を行う。 

(ニ)ビルメンテナンス関連事業に関し、事業拡大のためのプロジェクトを立ち上げ、市場に対応した

製品開発と積極的な拡販を行う。 

(ホ)新基幹システムの構築を行うことにより、顧客、製品及びサービスの情報を正確かつ迅速に伝達

できる体制を築く。 

  
 ③基本方針に照らして不適切な者による支配を防止する取り組み 

当社は平成18年６月13日開催の取締役会において、当社の企業価値・株主共同の利益を向上させる

ため、基本方針に照らし不適切な支配の防止のための取り組みとして、「当社株式に係る買収行為へ

の対処方針（買収防衛策）」を決議しております。 

 さらに、平成19年４月19日に開催された取締役会において、「当社株式に係る買収行為への対処方

針（買収防衛策）」の有効期限を１年間とし、以後定時株主総会ごとに株主の皆様の信任を得ること

を決議しております。 

 「当社株式に係る買収行為への対処方針（買収防衛策）」は、平成25年６月25日の株主総会におい

て、株主の皆様の承認を得ております。この対処方針（買収防衛策）（以下「本方針」という。）の

内容は以下のとおりであります。 

(a)本方針の目的 

当社取締役会は、買収行為に合意するか否かは、最終的には株主の皆様が判断する事項であると

考えますが、買収行為への賛否に拘わらず、少なくとも、当社株主の皆様が当該事項について適切

な判断を行う上で、十分な情報と検討の為に必要な合理的期間が提供されるべきと考えます。当社

取締役会は、当社株主の皆様が買収行為について適切な判断をすることを可能とし、ひいては当社

の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を図る上では、当社取締役会が、買収行為に関する情

報を収集し、当該情報に基づいて、社外有識者の委員によって構成される企業価値諮問委員会の意

見を最大限尊重しつつ当該買収行為を評価・検討した上で、当社取締役会としての意見を開示する

こと、及び必要に応じて当該買収行為への対抗措置を講じることが有益であると判断しておりま

す。 

(b)基本方針 

当社取締役会は、買収行為が買収提案ルールに準拠して行われることが、当社の企業価値及び株

主共同の利益の確保・向上を図る上で必要と考えます。 

従って、当社取締役会は、買収行為者が、買収提案ルールに反して当社株式の買収行為を実行し

た場合、または買収行為の提案者が、買収提案ルールに反して当社株式の買収行為を実行しようと

した場合には、対抗措置を採ることがあります。 
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また、買収提案ルールに従って買収行為の提案（以下「買収提案」という。）が行われた場合で

あっても、意見開示基準に準拠し、当社取締役会が、当該買収提案が当社の企業価値及び株主共同

の利益の確保・向上に反すると判断した場合には、対抗措置を採ることがあります。 

なお、当社取締役会の上記判断に際して、恣意的な判断がなされることを防止する為、当社取締

役会は、社外有識者によって構成される企業価値諮問委員会を設置します。当社取締役会は、(イ)

買収提案について賛成するか、反対するか、または株主総会に付議するか、及び(ロ)買収行為ない

し買収提案に対して具体的にどのような対抗措置を発動するかについて最終的に判断するに先立っ

て、同委員会に意見を諮問します。 

同諮問を受けて、同委員会は、(イ)意見開示基準に準拠して買収提案を慎重に検討した上で、当

該買収提案について、賛成、反対、または株主総会に付議することを相当とするとのいずれかの意

見をＴＤネットで、当社を通じて開示すると共に、(ロ)当社取締役会が具体的な対抗措置案につい

て、相当性等の観点から、賛成、または反対の意見をＴＤネットで当社を通じて開示します。 

当社取締役会は、同委員会による上記開示意見を最大限尊重した上で、上記(イ)及び(ロ)の事項

について最終的な判断を行い、当社取締役会としての判断をＴＤネットで開示します。 

(c)取締役の判断及びその判断に係る理由 

「不適切な者による支配を防止する取り組み」は、買収行為に関する情報提供を求めるととも

に、買収行為が当社の企業価値を毀損する場合に限って対抗措置を発動することを定めるものであ

ります。さらに、取締役会によって恣意的判断がなされることを防止するために社外有識者によっ

て構成される企業価値諮問委員会を設置し、取締役会は企業価値諮問委員会の意見を最大限尊重し

たうえで、対抗措置の発動を決議、または株主総会に付議します。その判断の概要については、適

時に株主の皆様に情報開示することとしているため、その運営は透明性を持って行われます。従っ

て、当社取締役会は、当該取り組みが、株主共同の利益を損なうものではなく、かつ当社取締役の

地位の維持を目的とするものではないと判断しております。 

  
(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は353百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。 

  
(5) 主要な設備 

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設について、当第１四半期連結累計期間に

完成したものは次のとおりであります。 
  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名 
事業所名

所在地
セグメント 

の 
名称 

設備の内容 

投資額

資金調達方法

着手及び完了年月

投資予定額
（百万円）

支払額 
（百万円）

着手 完了

ユシロ化学工業㈱ 
大阪支店 

大阪府 
枚方市 

日本 支店建替え 150 153
自己株式処分資金 
自己資金 

平成24年７月 平成25年５月

― 6 ―



  
(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

わが国経済は新たな金融政策等により歴史的円高が急激に円安方向に転換し輸出環境の改善が顕著と

なってきております。しかし当社の主要顧客である自動車関連業界の海外生産移転の流れは止まること

なく継続しており、国内での自動車及び自動車部品の生産量の増加は多くを望めない環境にあります。

また、原材料価格の高騰は円安により拍車がかかり利益を大きく圧迫しております。 

 このような状況下、当社は新基幹システムを利用し従来にない原価低減を実施するとともに大きな成

長を見込めるアセアン・インド地区を中心に経営資源を投入してまいります。日系自動車関連業界の進

出が著しいインドネシアでは前期に生産販売活動を開始し、インドでは生産拠点の建設に着手いたしま

した。そして、アセアン・インド地域に密着した製品開発を担うテクニカルセンターを年内にタイに設

立するとともに、マレーシアの合弁会社も完全子会社化することにより当該地域での機動的な事業展開

を図ってまいります。また、メキシコ子会社には次期中の完成を目標に生産設備を設置し、メキシコへ

の自動車関連業界の進出に対応してまいります。当社は今までに培ってきたブランド力・海外展開力を

生かし長期的な利益創出を目指してまいります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  
(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  
(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  
(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,180,000 

計 29,180,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年６月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,200,065 15,200,065 
東京証券取引所 
（市場第１部）

単元株式数 100株

計 15,200,065 15,200,065 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年６月30日 － 15,200,065 － 4,249 － 3,994 

― 8 ―



  
(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

① 【発行済株式】 
(平成25年６月30日現在)

 
(注) 「単元未満株式」には当社所有の自己株式91株が含まれております。 

  
② 【自己株式等】 

(平成25年６月30日現在)

 
  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

― ―
普通株式 1,346,200 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

13,847,400 
138,474 ―

単元未満株式 普通株式 6,465 ― ―

発行済株式総数 15,200,065 ― ― 

総株主の議決権 ― 138,474 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ユシロ化学工業株式会社 

東京都大田区千鳥 
２丁目34番16号 

1,346,200 ― 1,346,200 8.85 

計 ― 1,346,200 ― 1,346,200 8.85 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月

１日から平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けており

ます。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,027 6,166

受取手形及び売掛金 ※1  5,074 ※1  5,048

有価証券 340 340

商品及び製品 1,210 1,331

原材料及び貯蔵品 1,584 1,572

未収還付法人税等 60 10

未収消費税等 9 －

繰延税金資産 206 209

その他 198 297

貸倒引当金 △41 △39

流動資産合計 14,670 14,937

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,194 3,231

機械装置及び運搬具（純額） 930 947

工具、器具及び備品（純額） 237 228

土地 4,148 4,192

リース資産（純額） 35 31

建設仮勘定 278 409

有形固定資産合計 8,825 9,040

無形固定資産 697 727

投資その他の資産   

投資有価証券 5,849 6,437

保険積立金 495 503

長期預金 509 571

繰延税金資産 29 30

その他 173 214

貸倒引当金 △15 △15

投資その他の資産合計 7,041 7,742

固定資産合計 16,563 17,511

資産合計 31,234 32,449
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,320 3,464

短期借入金 1,356 1,403

リース債務 15 15

未払金 646 539

未払消費税等 － 28

未払法人税等 173 95

賞与引当金 438 208

役員賞与引当金 16 3

その他 741 994

流動負債合計 6,709 6,752

固定負債   

長期借入金 267 242

リース債務 21 18

繰延税金負債 118 195

退職給付引当金 878 876

役員退職慰労引当金 235 244

長期預り保証金 135 147

資産除去債務 13 13

その他 38 27

固定負債合計 1,709 1,765

負債合計 8,418 8,518

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,249 4,249

資本剰余金 4,058 4,058

利益剰余金 17,061 17,058

自己株式 △1,454 △1,454

株主資本合計 23,914 23,911

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 446 636

為替換算調整勘定 △3,248 △2,510

その他の包括利益累計額合計 △2,801 △1,874

少数株主持分 1,703 1,893

純資産合計 22,816 23,930

負債純資産合計 31,234 32,449
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 6,059 6,055

売上原価 4,321 4,341

売上総利益 1,737 1,714

販売費及び一般管理費 1,485 1,575

営業利益 252 138

営業外収益   

受取利息 37 23

受取配当金 21 22

持分法による投資利益 99 144

為替差益 － 45

その他 10 22

営業外収益合計 168 257

営業外費用   

支払利息 7 5

売上割引 － 8

為替差損 16 －

その他 9 13

営業外費用合計 33 26

経常利益 388 369

特別利益   

固定資産売却益 0 2

その他 0 0

特別利益合計 0 2

特別損失   

固定資産除売却損 3 9

特別損失合計 3 9

税金等調整前四半期純利益 385 362

法人税等 95 90

少数株主損益調整前四半期純利益 289 271

少数株主利益 21 39

四半期純利益 267 232
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 289 271

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △239 189

為替換算調整勘定 382 673

持分法適用会社に対する持分相当額 197 216

その他の包括利益合計 340 1,078

四半期包括利益 629 1,349

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 521 1,159

少数株主に係る四半期包括利益 108 189
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【注記事項】 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

 
  

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。 

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおり

であります。 
  

 
  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日） 

１．配当金支払額 
  

 
  
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  
当第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日） 

１．配当金支払額 
  

 
  
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 
  

 
当第１四半期連結累計期間 

(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

税金費用の計算  当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。なお、法人

税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

受取手形 56百万円 41百万円 

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 136百万円 143百万円 

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月28日 
取締役会 

普通株式 235 17 平成24年３月31日 平成24年６月11日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月31日 
取締役会 

普通株式 235 17 平成25年３月31日 平成25年６月10日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
(単位：百万円)

 
(注) １ 各地域セグメントに属する国 

 
２ セグメント利益（営業利益）の調整額△９百万円は、未実現利益の消去であります。 

  
Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
(単位：百万円)

 
(注) １ 各地域セグメントに属する国 

 
２ セグメント利益（営業利益）の調整額△２百万円は、未実現利益の消去であります。 

  

 報告セグメント
調整額 
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額 日本

南北 
アメリカ

中国
東南アジア
／インド

合計

売上高        

 外部顧客への売上高 4,137 789 719 412 6,059 － 6,059

 セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

126 16 － － 142 △142 －

計 4,263 806 719 412 6,201 △142 6,059

セグメント利益 
又は損失（△）

200 66 32 △36 262 △9 252

日       本 ： 日本 

南 北 ア メ リ
カ  

： アメリカ、ブラジル、メキシコ 

中        国 ： 中国 

東南アジア／インド ： タイ、マレーシア、インド、インドネシア 

 報告セグメント
調整額 
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額 日本

南北 
アメリカ

中国
東南アジア
／インド

合計

売上高      

 外部顧客への売上高 3,822 910 719 602 6,055 － 6,055

 セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

126 7 － 0 134 △134 －

計 3,948 917 719 602 6,189 △134 6,055

セグメント利益 38 36 45 20 141 △2 138

日       本 ： 日本 

南 北 ア メ リ
カ  

： アメリカ、ブラジル、メキシコ 

中        国 ： 中国 

東南アジア／インド ： タイ、マレーシア、インド、インドネシア 

― 16 ―



  
(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

平成25年５月31日開催の取締役会において、平成25年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次

のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。 

(1) 配当金の総額                  235百万円  

 (2) １株当たりの金額                  17円 

 (3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成25年６月10日 

  

項目 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

    １株当たり四半期純利益金額 19円34銭 16円77銭 

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益(百万円) 267 232 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 267 232 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 13,853 13,853 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成25年８月９日

ユシロ化学工業株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユ

シロ化学工業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計
期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平
成25年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ユシロ化学工業株式会社及び連結子会社の
平成25年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公 認 会 計 士   藤   田   立   雄   ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公 認 会 計 士   仲        昌   彦   ㊞ 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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